
リヨン地域の産業集積と
外資の進出（フランス）

９８年１２月５日、リヨンの旧市街がユネスコ

によって世界文化遺産に指定された。これは

ベニス、プラハ、サンクト・ペテルスブルク、

ポルトと同様の名誉である。２０００年の歴史を

持つリヨンは、「常に活気のある空間に過去

の豊かさを何世紀にも渡って保ち続けてきた

町」（バール市長、元首相）である。

ローヌ・アルプ地域圏の中心地であるリヨ

ンは古くからローヌ川とソーヌ川が形づくる

回廊地帯の中心部を占め、地理的に恵まれた

位置で成長してきた。首都パリと地中海沿岸

を結ぶ南北軸の中間地点にあるばかりではな

く、東西の軸であるアルプスとマシフ・サン

はじめに
トラル（中央山地）の中間地点にも位置して

いる。また、ドイツ、イタリア、スイス、そ

して大西洋岸に通じる位置にもある。このよ

うに交通の要に位置するリヨンは、文化面の

みならず産業面でも早くから発展し、伝統的

に絹織物工業や繊維工業がその産業活動を支

えてきた。現在フランスのＧＤＰ（国内総生

産）の１０％を占める同地域は、国内でも有数

の産業集積地域であり、産学連携においても

体制の整備が進んでいる。

リヨン市は世界文化遺産の指定を機に、さ

らに知名度を上げる努力が必要である事を認

識し、市議会は９９年９月２０日、同市のイメー

ジ向上のための内外に向けてのコミュニケー

ション・キャンペーンを始める事を決定した。

リヨン事務所

フランスのローヌ・アルプ地域圏は、リヨンを中心に、古くから伝統的な絹織物工業や

繊維工業により発展してきた。現在では、機械、電気・電子部門などの設備財生産も中心

産業となっているほか、同地域圏は多様な産業の集積地となっており、外国企業の進出も

盛んである。また、同地域圏は産学連携にも取り組んでおり、テクノポールと呼ばれる地

元産業の活性化を狙う企業・研究機関の優先的開発地域（集積地域）を設置し、外国企業

のＲ＆Ｄ部門誘致にも力を入れている。本レポートでは産業集積地としてのリヨンの現状

および外国企業の進出状況を概観するとともに、ローヌ・アルプ地域圏の産学連携、およ

び地域の独自外交への取り組みを検証する。
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このキャンペーンによって輝く過去を持つ都

市としてのリヨン、現在のリヨンとその活動、

そして２１世紀のリヨンを知ってもらう狙いで

ある。また、地方自治体、各種公的機関はリ

ヨンおよびリヨン地域の発展のため国外に向

けた取り組みを産業分野でも盛んに行なって

いる。

リヨンはパリの南東４６０㎞、マルセイユの

北３１４㎞の地点にあり、ローヌ川とソーヌ川

の合流点に位置する。リヨン市の人口（約

１２６万人）は、パリに次いでフランス第２の

規模である。また周辺部の開発も進み、とく

に東郊にピルールバンヌやベニシューなどの

主要な衛星都市が成長している。７８年に開通

した地下鉄によって周辺部の開発に拍車がか

かった結果である。

リヨン市の概要

・リヨン：ローヌ・アルプ地域圏の首都、

ローヌ県の県庁所在地

・リヨン都市圏の人口（１９９０年の人口調査よ

り）：１９６万３，９４１人（１９９６年には２１０万

８，２２０人）、うちリヨン市の人口は１２６万

２，２２３人

・面積：６，８０８Ｋｍ２（リヨン市は９区に分割さ

れている）

・人口密度：２８８人／Ｋｍ２

・人口増加率：０．９９％増（８２～９６年、フラン

ス全土の平均：０．５２％増）

・就業人口：合計８２万１，１６０人、うち農業が

２万２，８９６人（３％）、工業が２１万９，９６０人

（２７％）、建設・公共事業が６万１，５６４人（７

％）、第３次産業が５１万６，７４０人（６３％）

・市長：レイモン・バール（Ｒａｙｍｏｎｄ

ＢＡＲＲＥ）、ＵＤＦ（フランス民主連合）、

１９７６年から８１年まで首相を務める。現職に

は１９９５年６月に就任。

１．リヨン地域の概要

（１）リヨンの主要産業

リヨンの産業活動を支えてきた伝統的な絹

織物工業や繊維工業は、大きな変化を強いら

れている。かつての絹織物業の大半は、合成

繊維・人工繊維の紡糸・織物業へ転換し、さ

らに既製服などの縫製業も増加した。また、

近代工業は主として都市の周辺部に立地し、

特に化学工業、自動車工業、そして電子工業

などが主体である。しかしリヨンには、鉄鋼

業を除いてエネルギー生産（水力発電と原子

力発電）から食品工業まで、あらゆる産業分

野が存在する。化学工業の中には伝統的な繊

維工業に関連して仕上げや染料に結びついて

誕生した業種もある。一方、南郊フェイザン

の近代的な石油精製業はリヨンを一躍石油化

学工業の一大中心地にし、ローヌ川に沿って

石油化学工業の工場群が建ち並ぶ様相を目に

することができる。第３次産業部門も、大都

市であるため、きわめて多様化し、高度化し

ている。雇用数で見ると、第３次産業部門が

最も多く６３％を占め、工業部門が２７％、公共

建設部門が７％、農業部門は３％となってい

る。

２．リヨン地域の主要産業集積概要

表１ リヨンの主要産業の雇用数

部 門 民間部門の雇用数

自動車 １万９，６３４

機械・設備財 １万４，７１６

金属・冶金 １万２，２０６

医薬品 ９，８８８

基礎化学 ８，９８８

電気設備 ８，９５３

プラスチック ４，１３７

出典：「リヨン経済の原動力」、
ＩＮＳＥＥ（仏国立統計経済研究所）
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また、リヨン地域の主要産業とその主要企

業は以下の通りである：

－機械：ジアット、ＳＮＲ

－冶金、金属加工：ペシネー

－電機・電気・電子：シュネデール、トムソ

ン、ＧＥＣ、アルストム、セクスタン

－化学：ローヌ・プーラン、アトケム

－医薬品：アゲッタン、ローヌ・メリユー、

ビオメリユー、ドミレンズ、ボワロン、

ＬＩＰＨＡ、パストゥール・メリユー・セラ

ム・エ・ヴァクサン

－特殊繊維：ポルシェール・テクスティル、

ノヴァリス・フィーブル、ブロシエ、エク

セル

－ゴム・プラスチック：ローヌ・プーラン

－自動車：ルノー・ヴェイキュル・アンドュ

ストリエル（ＲＶＩ、トラック・バス）

リヨン地域の企業売上高の上位にはルノー、

ローヌ・プーラン・アグロシミ、セブグルー

プなどの製造部門以外に、派遣会社大手のア

デコが入っている（詳細は別途資料１：

「ローヌ県の売上高上位２０位の企業リスト」

を参照）。

（２）ローヌ・アルプ地域圏の産業概要

リヨンがその県庁所在地となっているロー

ヌ県を抱えるローヌ・アルプ地域圏の経済も

また多様性に富んでおり、３つの主要な強み

を持っている。一つは強力な工業力を背景に

して生まれた質の高い第３次産業、２つ目は

高密度の都市圏の存在、そして豊かな自然に

恵まれ発達した観光業である。工業地域とし

ての伝統は同地方のエネルギー資源の豊富さ

にも由来している。中間材部門が最も発達し

ており、化学は石油化学から薬品までその発

達が著しい。またアルミ製造、核燃料製造、

ねじ製造、繊維業もローヌ・アルプ地域圏の

専門産業と言える。オヨナ市はフランスのプ

ラスチック加工の中心的集積地である。

機械、電気・電子部門などの設備財の生産

もこの地方の中心産業となっている。消費財

の生産はこの地方の特徴をなすものではない

が、皮革、靴製造およびウィンタースポーツ

関連の産業には多くの投資がなされている。

このような工業中心の産業構成を持つロー

ヌ・アルプ地域圏は、経済情勢の動向に大き

く左右される。９０年代初めの不況による雇用

への影響は、同地方では全国平均より著し

かった一方で、その後の景気の立直りによる

好影響も他の地方に比べ早くみられ、９５年に

は賃金労働者の雇用増加率は１．８％に達した。

失業率は歴史的に全国平均より常に低かっ

たが、９０年から上昇傾向がみられるように

なった。これは産業界の雇用削減が進んだこ

とと平行して、リヨン圏の雇用機会増加から

労働人口が他地域から流入したことによる。

９４年と９５年の初旬には、景気回復により著し

く失業率が減少したものの、９５年末には経済

情勢の悪化によって再び増加し、最終的には

失業率が全国平均に近づいていった。９９年末

時点はフランス全国平均失業率１０．６％に対し

０．６ポイント低い１０．０％である。

（３）ローヌ・アルプ地域圏の各産業の現況

① 製造業

食品加工、エネルギーを除く製造業の雇用

は、ローヌ・アルプ地域圏の全雇用の２４％に

あたり、また同地域経済の付加価値の２９．９％

にを占める（全国平均の２倍以上）。この数

字からも分かる通り、ローヌ・アルプ地域圏

は伝統的に製造業を重要な基軸として発展し

てきたが、７５年から９４年にかけて、製造業の

雇用数は１８万人（２７％）減少した。失われた

雇用は第三次産業による雇用によって必ずし

も補われているわけではなく、失業率の上昇

という形で現れている。

従業員５００人以下の中小企業が雇用の８０％

を占めており、全国平均の７５％に比べても中
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小企業が多いことは、この地方における下請

け企業の多さを物語っている。

ローヌ・アルプ地域圏では中小企業のネッ

トワークが発達している一方、大企業の重要

性も無視できない。雇用数１，０００人を超える

大企業は、同地域圏内に２９社存在しており、

事業内容も多様である。例を取れば、エネル

ギー部門において、ＥＤＦ（仏電力公社）が

１万７，５００人を雇用し同地方１位である。機

械部品部門では、シュナイダーが７，４００人を、

トムソンが２，６４０人を、セクスタン・アヴィ

オニックが１，３４０人を雇用している。化学部

門では、ローヌ・プーランが１万３，９００人

（フランス国内の同社雇用数の半数に相当）、

エルフ・アトシェムは３，６７０人を雇用してい

る。

これらの大企業グループはリヨン、グル

ノーブル、アヌシーなどローヌ・アルプ地域

圏の主要都市に集中しているが、大都市の周

辺部分に拠点を持っている会社もあり、それ

らの企業はその地域にとって極めて重要な原

動力となっており、雇用面でも影響力は大き

い。このような大企業が活動規模の縮小、関

連業者への発注を押さえると、地域経済は大

きく揺らぐ。

中小企業のネットワークが密であり、また

大企業グループも抱えているローヌ・アルプ

地域圏だが、５００から２，０００人程度の中堅企業

は比較的少ない。しかしながら、少数とはい

えこの規模の企業がテクノロジー、輸出など

の面で最も活発な役割を演じており、やがて

は地域開発の中心となることが期待されてい

る。工業地域とは離れた農村地帯に進出した

ショマラ社（雇用数４３０人）などがその一例で

ある。

地理的に、面積の半分が山地で占られてい

るローヌ・アルプ地域圏では、渓谷を中心と

する地形により人口の分布、さらには、経済

活動が決定されるため、地形が重要な要因と

なっている。産業の分布およびその発展も土

地と人口の配置に左右されている。

同地域の製造業の５０％が三つの都市圏、リ

ヨン（２８．８％）、グルノーブル、（１０％）、サ

ン・テチエンヌ（９．３％）に集中している。

しかしその動向は３地域で異なり、リヨンと

グルノーブルでは継続的に発展しているが、

一方サン・テチエンヌでは数十年来さまざま

な分野（製鉄、石炭、繊維・被服、防衛産業）

で構造不況を経験し、多くの雇用が失われた。

アルヴ渓谷はねじ製造を中心産業としてお

り、この部門での全国総雇用の６０％を占めて

いる。またオヨナ盆地はプラスチック産業が

集積し、ヨーロッパの中でも卓越した中心地

の一つとなっている。また、ローヌ渓谷には

化学産業が、ロマン盆地およびアノネー盆地

には皮革・靴製造産業が、ローヌ・アルプ地

域圏西部には繊維・被服産業が集中している。

このように地域によって産業が専門化され

ているために、開発のダイナミズムに大きな

違いが現われている。現在深刻な困難にみま

わられている製鉄、被服産業などの伝統的な

産業を基軸とする西部地域の企業は、大規模

なリストラを強いられ、地域の経済は大きな

影響を被った。それに対し、より安定成長的

な産業に特化していた東部地域は、９１年まで

安定して成長しつづけた。しかしこれ以降、

再編の波はローヌ・アルプ地域圏全体を襲っ

た。

② 雇用が減少している産業部門

次に挙げる産業部門では近年雇用が減少し

ている。最も深刻なのは繊維・被服および皮

革・靴製造（９０～９５年の間に２２％減）、次い

で機械製造（同１２％減）だった。

－機械製造：

機械製造分野は９４年に同地域における製造

業の全雇用数の１４．８％を占め、最大の雇用

分野となっている。このうち、巨大グルー

プ（ジアット、ＳＮＲ）が全体の４０％を雇

用している。経済危機により、強大グルー
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プが活動規模を縮小したために、９０年以降

１２％の雇用が失われ、関連産業に影響が出

た。今後、兵器産業なども含めこの分野で

の多数のリストラは避け難いものになると

予想される。

－治金、金属加工：

ローヌ・アルプ地域圏第二の雇用分野は、

製造業の全雇用数の１４．６％を占める治金、

金属加工の部門である。機械製造と異なり、

冶金、金属加工の分野では、４分の３が中

小企業である。ねじ製造の分野でクリュー

ズに９，０００人の雇用が集中するなど、極度

に専門化した技術を必要とする産業であり、

ローヌ・アルプ地域圏に集積する産業の一

つである。

－ゴム・プラスチック：

製造業の雇用数の１０％を占める化学・ゴム

・プラスチックの部門もローヌ・アルプ地

域圏に集積する産業分野の一つである。こ

の分野は、巨大企業グループ（ローヌ・

プーランの全雇用の４０％がローヌ・アルプ

地域圏に集中している）とオヨナのプラス

チック・ヴァレーに代表される数多くの中

小企業の双方に支えられている。

－繊維・被服・皮革：

繊維・被服・皮革産業は、ノール・パ・ド

・カレー地域圏とともに同地域の得意産業

の一つであり、同地域はフランス第一位の

ポジションを保っている。しかしながら、

他の地域と同様、低賃金諸国との競争に直

面している。同分野産業の集中する地域の

再開発と、再教育による労働者スキル向上

が課題となっている。

③ 雇用が増大している産業部門

逆に９０年から９５年にかけて雇用が増大して

いる分野は、電機・電子産業である。同産業

は、９５年に２万７，５００人を雇用し、同地域の

製造業の雇用数の５．５％を占めてる。大企業

グループ（シュナイダー、トムソン、ＧＥＣ、

アルストン、セクスタン）が大部分を占める

この分野は、ローヌ・アルプ地域圏に集中す

る産業の一つとなっている。

また、同地域の薬品産業は、ローヌ・プー

ランの健康関連部門、外国の大手企業グルー

プ（ヘキスト・ルーセル・ユクラフ社）およ

びボワロン社などの地元企業の存在により、

投資と事業活動の両面においてきわめて活発

である。薬品産業の雇用数は１万３，２５０人で、

９０年以来わずかだが上昇している。

④ 下請け企業網

ローヌ・アルプ地域圏では、従来より工業

部門、サービス部門の何れにおいても中小企

業が多数存在し、ローヌ・アルプ地域圏色を保

持しつつも国際企業に成長した企業も少なく

ない。

下請け産業はローヌ・アルプ地域圏におけ

る製造業による全雇用数の３１％を占めている。

企業数は６，６６７社、雇用数１６万７，５７０人で、企

業数では全国の下請け産業の２６％、雇用数の

３５％を占める。非常に小規模な企業がほとん

どであり、平均雇用数は２４人である。このよ

うな下請け業者の集中を受けて、リヨンでは

毎年、下請け業者の合同展示会「アリアン

ス」が開催されており、５００社に上る参加企

業と、１万人の入場者を動員する。下請け業

者のうち最も多いのが機械製造業である（企

業数で全体の約３分の１に相当）。それ以外

は、多い順に並べると、板金、プラスチック、

ねじ製造業の順になる。

下請け企業の地理的な分布は職種によって

大きく異なる。ねじ製造はオート・サヴォワ

県のアルヴェ渓谷に極度に集中している。プ

ラスチック加工はアン県のオヨナ近くのプラ

スチック・ヴァレーに集中しており、電気部

品製造の下請けはグルノーブル市周辺に集中

しているといった具合である。
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（４）投資概況

① 投資概況

景気の上昇気運にともない投資も活発化し

ている。ローヌ・アルプ地域圏では、化学・

薬品、冶金、電気の分野が地方の経済的発展

の原動力となっている。化学・薬品の分野は

定期的に設備を刷新せねばならず、これがコ

ンスタントな投資につながっている。基礎化

学の分野において、たとえば、イゼール県の

ルーシヨンにあるローヌ・プーラン社は、設

備の更新のために１０年間で３０億フランを投資

しており、大部分の基礎化学会社の施設は毎

年少なくとも１億フランを投資している。化

学・薬品の分野でも同様であり、パスツール

・メリユー（医学）、ローヌ・メリユー（獣

医学）、ビオメリユーは、９７年に設備投資に、

合計４億フランを投じている。

機械工業の分野も好調である。ルノーＶＩ

は生産リズムを落としているものの、リヨン

の二大部品供給メーカーＳＭＶ（シャフト）と

ＳＭＩ光洋精工（ギアボックス）は世界に顧客

を広げている。機械工業のうちもっとも事業

活動が活発なのは、冷却コンプレッサー（ユ

ニテ・エルメティック、マニュロップ）、コン

ポーネント部品（マンネスマン、ボッシュ）、

機械製造（ＩＣＢＴ）などの部門である。

② 外国投資概要

ローヌ・アルプ地域圏における外国資本出

資企業数は、１，０８８社（９７年１月１日現在）

で、同地域の企業数の１９．４％を占めている。

外資企業で働く労働者数で見ると、９万人で

労働者全体の２６．２％となっている。

外資企業の設備投資総額は５４億２，９００万フ

ランで、全設備投資額に占める割合は３５．８％

となっている。また９８年度のローヌ・アルプ

地域圏への外国直接投資件数は４０件で、それ

によって生まれた新規雇用数は３，１０５人で

あった（仏産業開発局調べ）。

また、ローヌ・アルプ地域圏商工会議所が

９９年４月末に発表した従業員５０人以上の外国

企業に関する年次調査によると、進出外国企

業数は９８年度の５４５社から９９年度には６００社と

１０．１％増加するとともに、これらの外国企業

が創出した雇用数も、９８年度の１０万６，０００人

から９９年度には１２万３，０００人と１６％増加した。

産業部門別の外国投資の状況を企業数、従

業員、投資額でみると、企業数では薬品、機

械、鉄鉱石採掘、セラミック製品および建材、

紙製品、プラスチック加工、電気製品製造の

それぞれの部門で２０社を超える外資企業の進

出がみられる。従業員数では薬品、自動車用

設備、機械部品、プラスチック加工の各部門

が４，０００人以上を雇用している。各部門の全

従業員に対する外資企業で働く従業員の比率

でみると、６０％を超える部門が家電・オー

ディオ、自動車用設備、機械部品、事務機器

・コンピュータ、医療機器、製鉄、金属加工

の部門となっている。投資額でみると、薬品、

プラスチック加工、電子機器部品製造の部門

が飛び抜けて外国の投資を集めている（詳細

は資料２「ローヌ・アルプ地域圏ヘの産業部

門別外国投資状況」を参照）。

前述のローヌ・アルプ地域圏商工会議所の

調査によると、国別のランキングでは米国系

企業が１７３社と、同地域に進出している外国

企業の３０％を占めトップに位置している。雇

用総数でも３万９，３２５人で全外資企業の３分

の１を占めている。米国資本の企業が他国を

圧倒している背景には、ヒューレッド・パッ

カード（情報関連機器）、ＩＢＭ（同）、キャ

タピラー（建設機械）、メリック（医薬品）、

ユナイテッド・テクノロジー（エアコン）、

サラ・リー（ランジェリー）、ワルコナ（同）

などの大企業が同地域に進出していることが

ある。米国企業が同地域へ進出してから１０年

が経過しており、デルタ航空とエールフラン

ス航空が２０００年４月からリヨン・ニューヨー

ク直行便を再就航させたことからも、米企業

の同地域重視の姿勢がうかがえる。
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また、ローヌ・アルプ地域圏の５２．５％の外

資企業がＥＵ加盟国の企業である。ドイツが

米国についで進出国ランキングで２位、雇用

総数では２万２３８人を数える。ドイツ企業で

は、コンチネンタル（タイヤ、ゴム製品）、

マンネスマン（機械、自動装置）、ボッシュ

（エレクトロニクス）、シーメンス（エレク

トロニクス）、メリック（医薬品、同名の米

薬品企業とは別）、アディダス・サロモン

（スポーツ用品）などの大企業がある。３位

は英国で進出企業数は９３社、雇用数は１万

４，３３５人となっている。英国企業は医療分野

ヘの進出や金融業を重視する傾向がある。４

位はスイス（７０社、１万２，６８２人）、５位がイ

タリア（３１社、９，５２１人）となっている。イ

タリアは地理的距離の近さから、投資拡大の

余地が十分あるとみられている〔本統計は９９

年４月発表のものであり、別添資料３（９６

年）、資料５（９８年４月発表）の統計とは数

字が異なる〕。

③ 日本企業の進出状況

ローヌ・アルプ地域圏には現在、

ＳＭＩ－ＫＯＹＯ（光洋精工、ステアリング）、

東レ（ポリエステルフィルム）、トミー（玩

具）、キヤノン、旭硝子などの製造業９社お

よび丸紅などの商社合わせ全体で３０社近くが

進出している。５０人以上の従業員を抱える外

国企業の国別ランキングでは９位で、２，５０４

人を雇用している（詳細は資料４「ローヌ・

アルプ地域圏における進出日本企業リスト」

を参照）。

中でも９６年に進出した東レと、９８年末に工

場を拡張し、ヨーロッパ技術センター設立計

画もあるＳＭＩの２社の例をみる。

東レ：

東レグループは１９９６年にローヌ・プーラン

・フィルムを買い取り、アン県のサン・モリ

ス・ド・ベイノにポリエステルフィルム（ビ

デオ用、包装用フィルムなど）の製造工場を

建設した。販路はヨーロッパ市場全体で、こ

こで製造されたフィルムはフランス南西の

ダックスにあるソニー、ルクセンブルクにあ

るＴＤＫ、ドイツのＥｍｔｅｃ、ＢＡＳＦまたはオ

ランダのＭＢＯにフィルムを供給する。同社

の進出で雇用も５６人生み出された。

ＳＭＩ（光洋精工）：

光洋精工は９０年にルノーの子会社である

ＳＭＩに資本参加、現在は８３．７％を出資して

いる。９１年から９７年の間に７億フランが投資

され、ＳＭＩはその事業規模をこの５年間で

２倍にした。９８年度の売り上げは１８億フラン

（連結決算で２４億フラン）に達し、従業員数

は１，２５０名、そのうち５００名は１９９２年以降の採

用である。ＳＭＩの経営強化は光洋精工の

ヨーロッパおよび南米戦略で大きな位置を占

め、ＳＭＩによるアルゼンチン企業の買収、

ブラジルでの新生産拠点設立も行われた。同

社は２大プロジェクトを抱えており、その一

つがパワーステアリングの新工場建設である。

３億５，０００万フランが投資され、２００４年まで

に３段階で３５０人の雇用を生む計画である。

もう一つがヨーロッパ技術センターの設立で、

２００１年を目処に２００人の雇用が見込まれてい

る。本来、全くフランス国外に輸出していな

かった同社だが、光洋精工の経営により、現

在では生産の４０％が海外向けであり、ローヌ

・アルプ地域圏でも有数の輸出企業となった。

日本企業の進出は、件数としては欧米諸国

に比べて多くはなく、９９年４月時点では国別

ランキングでは９位に止まっているものの、

持続性を持った長期的視野に立つ日本企業の

投資は、当地の経済界に大きく評価されてい

る。

④ リヨンの投資インフラ状況

交通網：

リヨンは地理的に見てもフランスの首都圏

からも、隣国へのアクセスも容易である。主

要交通網は次の通りである。
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ａ．道路：

リヨン地域の道路網は非常に発達しており、

フランスの全地方のうち最も道路の整備され

た地区である。トラックでリヨンから、パリ、

ミラノまで８時間、バルセロナまで１３時間、

ロンドン、アムステルダムまで２３時間、マド

リッドまで２９時間、ベルリンまで３９時間を要

するに過ぎない。

ｂ．鉄道：

ＴＧＶ（高速新幹線）がパリ－リヨン－

ヴァランスをつないでいる。ＴＧＶは将来、

ミラノ、バルセロナ、トリノへ延長される計

画もある。ＴＧＶでリヨン－パリ間は２時間、

リヨン－ロンドン間は６時間、リヨン－ブ

リュッセル間は５時間１５分、リヨン－ジュ

ネーブ間は１時間５０分である。

ｃ．空港：

ローヌ・アルプ地域圏の主要空港であるリ

ヨン・サトラス空港はＴＧＶのターミナルと

接続している。サトラス空港の年間利用客数

はおよそ５００万人で、このうち２４０万人が国際

線の利用客である。近い将来この数字は倍増

するとみられている。このため、２０１０年まで

に４０億フランが投資され、第３ターミナルの

建設と設備の近代化が進められる。

なお、航空機利用によるリヨンから主要都

市への所要時間以下の通りである：

・リヨン－ジュネーブ ：４５分

・リヨン－パリ ：４５分

・リヨン－ブリュッセル ：１時間１５分

・リヨン－アムステルダム：１時間３０分

・リヨン－ローマ ：１時間５０分

・リヨン－ロンドン ：１時間５０分

・リヨン－マドリード ：１時間５０分

・リヨン－ベルリン ：３時間５分

・リヨン－モスクワ ：４時間１５分

・リヨン－ニューヨーク ：７時間４０分

・リヨン－北京 ：１１時間４５分

・リヨン－東京 ：１４時間４５分

その他にも同地域内には、サン・テチエン

ヌ・ブテオン空港、グルノーブル・サンジョ

ワール空港（年間利用者数１０～５０万人）、ア

ヌシー・メイテ空港、シャンベリー・エック

ス・レ・バン空港（年間利用者数５～１０万

人）などの小空港がある。

不動産：

９８年時点でのリヨンにおける税抜きの不動

産価格は以下の通りである。

リヨンの中心部での新築住宅購入価格は、

１㎡あたり１万２，０００フラン、周辺部では、

９，５００フラン。また、中心部での中古住宅購

入価格は、１㎡あたり８，０００フラン、周辺部

では、６，０００フランとなっている。

住宅を賃貸する場合、中心部でワンルーム

が１，９００フラン／月、四部屋４，０００フラン／月

である。

オフィスの賃貸価格は、中心部で１㎡あた

り５００から９００フラン、周辺部では１㎡あたり

４００～６００フラン、購入価格は、中心部で１㎡

あたり７，５００から１万１，０００フラン、また、周

辺部で、５，０００から６，５００フランとなっている。

倉庫のレンタル料は、１㎡あたり２５０フラ

ン、店舗のレンタルは１㎡あたり３６０フラン

である。

税制上の利点：

地方税の中で企業に唯一関係する「職業

税」が、リヨン地域ではパリ以外のフランス

の都市に比べてかなり抑えられている。リヨ

ン地域での職業税を１００とした場合、他のフ

ランス大都市の数字は以下のようになる：

マルセイユ ：９６．８８

ストラスブール：１０７．７５

リール ：１２３．００

トゥールーズ ：１２５．６９

ナント ：１２５．９３

ニース ：１３５．０３

ボルドー ：１５１．０７
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ヨーロッパのロジスティックセンターとして

のリヨン：

リヨン地域は工業のみならず、交易の中心

地として栄えてきた。ローヌ・アルプ地域圏

の海外との貿易額は年間２，５００億フランに達

する。その内の３分の２以上がＥＵ加盟国を

相手としたものである。リヨン地域では特に

北イタリア（ミラノ、トリノ）またはスイス

（ジュネーブ）との製造業同士の関係が深く、

交易が盛んである。リヨン地域の北東部では

特にドイツとのつながりが強く、イタリアと

共に同地域の主要貿易相手国となっている。

欧州統一市場の結果、商品の陸路による流通

量はフランス内だけでも２０１０年には５０％増加

するとみられるなか、リヨンはヨーロッパの

交通網の十字路という利点を生かし、ロジス

ティックセンターとしての大きな可能性を秘

めていると言える。

（１）リヨンにおける研究開発体制

リヨンには大学が６校とグランド・ゼコー

ルが置かれ、学生数は、７，０００人の外国人学

生を含むと８万人に上る。リヨン都市圏には

医療・薬品、ファイン・ケミストリー、新素

材、エネルギー・環境といった各方面の研究

３．産業集積地での産学連携

機関が存在し、研究所は公共、民間を含め

５１０に上り、１万人の研究者が大学および高

等学院（グラン・ゼコール）の工学部学生と

ともに協力体制を組んでいる。

９５年度のローヌ・アルプ地域圏の工業部門

におけるＲ＆Ｄ関連スタッフ数は１万７，９２５

人でフランス全国の１１．１％、投資額は１１１億

フランで全国の１０．２％を占め、このうちリヨ

ン地域がスタッフ数、投資額ともその４分の

３を占めている。

リヨン地域における主要産業部門の研究機

関は上記表２の通りである。

（２）テクノポール

フランスでは地方のイニシアチブにより、

国、地方、市町村が協力して、地域の産業活

動の中心となる企業および研究機関の優先的

開発地域（集積地域）を設置し、地元産業の

育成および活性化、外国企業の誘致活動を

行っている。この優先進出地域はテクノポリ

スないしはテクノポールと呼ばれている。

ローヌ・アルプ地域圏には、リヨン（グラ

ン・リヨン・テクノポール）、サン・テチエ

ンヌ（サン・テチエンヌ・テクノポリス）、

シェンベリー（サヴォワ・テクノラック）、

ブール・アン・ベッス（アリマンテック）、

表２ リヨン地域における主要産業部門の研究機関

産 業 部 門 研 究 機 関

化学、ゴム、プラスチック部門 ＣＮＲＳ，ＩＮＳＥＲＭ，ＩＮＳＡ，ＣＥＡ，ＩＦＰ，リヨン・パスツール研究所、ロー
ヌ・プーラン、エルフ・アトシェム、ルッセル・ユクラフ、リヨン第１
大学、リヨン工業薬剤学院

繊維、被服 ローヌ・プーラン・ファイバー研究センター、フランス繊維学院、染色
・クリーニング技術センター、被服産業技術学院

冶金工業、機械 リヨン中央学院、リヨン第１大学、ＣＡＬＦＥＴＭＡＴ、Ｅ－ＭＴＴ

電気、電子機器製造 リヨン中央学院、国立応用科学研究所、リヨン第１大学、工学技術開発
科学研究所

自動車産業 ルノー、国立交通安全研究学院

食品加工業 ４０あまりの研究所

ＣＮＲＳ：国立科学研究所、ＩＮＳＥＲＭ：国立保健医学研究所、ＩＮＳＡ：国立応用科学研究所、ＣＥＡ：原子力庁、ＩＦＰ：フランス石油学院
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メイラン・モンボノ（ＺＩＲＳＴ）の５ヵ所に

テクノポリスがおかれている。ここではリヨ

ン市周辺に位置するグラン・リヨン・テクノ

ポールを紹介する。

① グラン・リヨン・テクノポール

８０年に創設されたグラン・リヨン・テクノ

ポールは、大学が集中してるリヨン・サント

ル、科学方面中心のジェルランド、ラ・ドゥ

ア、研究技術関連の研究機関が集中するリヨ

ン・ウエスト、健康産業部門のロックフェ

ラー、都市計画のヴォ・ザン・ヴォラン、サ

イエンスパークおよび大学機関のあるラ・ポ

ルト・デ・アルプの７ヵ所から構成されてい

る。全部で、５０万㎡の敷地に、研究者９，０００

人以上、教育研究センター５０ヵ所以上、研究

所４５０ヵ所以上、さまざまな分野のハイテク

企業２，０００社を集めている。進出している企

業の平均従業員数は１０から５００人である。

リヨン・テクノポールの現況は以下の通り

である：

リヨン・ウエスト：

オーギュスト・モワルー科学技術センター

が完備され、エコール・サントラル（中央学

院）も拡張が必要とされる。繊維テクノポー

ルの建設中。アンフォグラム社（Ｉｎｆｏ‐

ｇｒａｍｅｓ）とセジッド社（Ｃｅｇｉｄ）の進出で

工業地区がデジタル技術関連テクノポールに。

ビデオゲーム都市の建設計画あり。

ラ・ドゥア：

土地の確保が一番難しいテクノポール。科

学センター計画が進行中。インキュベーター

の「ノヴァシテ」再建の可能性を検討予定。

リヨン中心街と同地およびビジネス街のパー

ル・ドューを結ぶ市電の建設が進行中。

ヴォ・ザン・ヴォラン：

建築学校の拡張が検討され、建築事務所が

その拡張部分に入る予定。リヨン都市圏共同

体も都市計画テクノポールのために１００ｍ２

を借りる予定。同テクノポール拡張のためす

でに２．８ヘクタールの土地が確保されている。

ロックフェラー：

小児科および産婦人科専門病院、市立病院

の設立計画、メルク・リファ製薬会社の拡張

計画が具体化している。２０００年初めに元ビュ

イール兵舎跡に健康関連産業の受け入れ地開

設の検討を始める。また、神経病・心臓病病

院を中心に生理・神経センター（研究所およ

びテクノロジーセンター）の設立計画も検討

されている。

ジェルランド：

公園、地下鉄、高等師範学校文学部、道路

の整備などへの投資に加えて、企業誘致地区

としてポルト・アンペール優先再開発地域の

２０ヘクタールとジェランドパークの５ヘク

タールが開設された。リヨン第１大学、エプ

スキン社の移転開設が行われ、工学院ＩＳ‐

ＡＲＡの移転も交渉されている。２０００年初め

にはパスツール・メリユー・コノー社が本社

を同テクノポールに移す計画である。

リヨン・サントル：

中心地に位置するだけに企業誘致は土地不

足で難しい。基本的に大学研究機関の移転が

中心となる。

ラ・ポルト・デ・アルプ：

市電の開通で２１世紀大学計画の枠内での大

学施設の改善が進んでいる。テクノロジー・

パークは特に専門分野を決めず、経営戦略的

に中心街に進出を望むテクノロジー関連の企

業の誘致が中心となる。現在進行中の進出計

画には医療関連のメリアル社およびドゥピュ

イ社がある。ヴェスリング社の進出とエコテ

クノロジーセンターの開設計画で同地に環境

関連のテクノポールとしての方向が見えてき

ている。

② 産学連携の具体例

リヨン市経済開発担当助役ジャック・ムリ

ニエ氏は市長のレイモン・バール氏の命の下

に、９８－２００１年をリヨン地域のテクノポール
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計画の時期と定め、リヨン地域における産学

連携体制の強化による国際化、医療関連産業、

生化学および通信ニューテクノロジーの分野

の戦略的支援を推し進めてきた。９９年には企

業関係者、研究者などが１５０名参加し、具体的

施策の骨格が検討され、行動計画として現在

実施の段階に入っている。ジェルランドにあ

るオメガ、エキュウリ（リヨン・ウエスト）に

あるデルタまたはラ・ドゥアにあるアルファ

などはインキュベーターの役割を果たす企業

として活動している。また、ヨーロピアン・

マネージメント・スクール・リヨン校（ＥＭ

－リヨン）が研究者を対象に企業化講座を開

設し、優れた事業化計画の発掘に努めている

のが注目される。さらに、大学やグランド・

ゼコール内に企業の「インキュベーター」を

備え、事業計画の可能性を検討するための実

験や科学的価値の裏付けなどを行なっている。

これらの産学連携の具体的な例を挙げると、

ジェランド地区の高等師範学校内に居を構え

たジェノウェーは薬品産業の分野で遺伝子の

研究をおこなっており、さらに国立農業研究

院と遺伝子工学を利用した、より耐久性のあ

る軽い絹糸を生む蚕の生産をおこなう計画で

ある。他の例としては、脳や脊髄などデリ

ケートな手術に使用されるロボットを生産し

ているＩＭＭＩ社は現在ロックフェラー病院地

区で見事に発展しているが、もともとリヨン

第１大学の中にスペースを借り、市の援助で

始まった企業である。

資金援助のスキームとして、開業資金援助

制度が近く実施に移されることになっている。

リヨン地区では９９年度の予算として２５６万

９，０００フラン、２０００年度の予算として３６３万

８，０００フランが議会で通過した。これが実施

に移されると、この資金を利用する企業はそ

の売上高の何パーセントかを長期的に返済す

る形をとる。現在２０近くのケースが検討され

ている。

リヨン市経済開発担当助役ジャック・ムリニ

エ氏へのインタビュー：

このテクノポール計画がリヨン地域の経済

開発に実際に貢献できるかと言う質問に対し

て、「今日、この計画はリヨン地域の経済開

発政策の骨格を成すものである。リヨンは経

済基盤が堅固で多様性に富んでいるものの、

円熟期に入った今、イノベーションのための

投資が必要である。このテクノポール計画を

通して、大学と経済開発のためのリサーチを

緊密に結びつけ、リヨンに活力を与えること

になるであろう。またこの計画は大学、研究

者、企業代表者、投資家がそれぞれ積極的に

参加することで実現されるもので、地方自治

体はその手助けをするものである。９８年の初

めに始められたこの計画は今や順調に進んで

いると言える」と語っている。

・ＧＲＡＮＤＬＹＯＮＴＥＣＨＮＯＰＯＬＥ

ＣｏｍｍｕｎａｕｔｅＵｒｂａｉｎｅｄｅＬｙｏｎ

ＤｉｒｅｃｔｏｎｄｅｓＡｆｆａｉｒｅｓ

Ｅｃｏｎｏｍｉｑｕｅｓｅｔｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｅｓ

２０ｒｕｅｄｕｌａｃ－ＢＰ３１０３

６９３９９Ｌｙｏｎｃｅｄｅｘ０３

Ｔｅｌ：＋３３ ４７８６３４０９９

Ｆａｘ：＋３３ ４７８６３４０４７

連絡先：

ＮｉｃｏｌａｓＦＥＩＤＴ

ａｄｅｒｌｙ＠ｌｙｏｎ－ａｄｅｒｌｙ．ｃｏｍ

ＧｉｌｌｅｓＧＡＱＵＥＲＥ

Ｇｉｌｌｅｓ．ｇａｑｕｅｒｅ＠ｎｏｖａｃｉｔｅｓ．ｎｃｔｅｃ．ｆｒ

（３）地方自治体などの公的機関による促進策

上記のテクノポール計画の取り組み以外に

も、リヨン地域に進出したいフランス企業、

外国企業および国際機関に対し誘致サービス

を行なっている機関がある。リヨン地域経済

発展局（ＡＤＥＲＬＹ）である。ＡＤＥＲＬＹはリ

ヨン商工会議所、リヨン都市圏自治体（グラン

・リヨン）、ローヌ県、およびローヌ県経営者

団体によって運営されており、企業と関係役
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所機関の間の仲立ちとして、企業の進出の手

助けをする。進出に際しての手続き上の問題

以外にも、進出企業の従業員および家族への

個別的対応も行なっている。リヨンのほかに

デュッセルドルフ、ニューヨーク、東京に事務

所を構えている（ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｌｙｏｎ－ａｄｅｒｌｙ．ｃｏｍ）

（１）リヨン地域の産業ヘの影響

９２年の市場統合、９９年の統一通貨ユーロ導

入といった一連の欧州統合の動きの中で、多

国籍企業の中にはＥＵ諸国の市場拠点として

リヨンを選択した企業もある。例えば、パス

ツール・メリユー・コノー社は２０００年初めに

本社をリヨンのジェルランド・テクノポール

に移転した。

ローヌ・アルプ地域圏からの企業本社機能

の流出が多く、同地域の首都圏などヘの依存

度が増大しているという既成概念があるが、

実際には８８年から９８年にかけて大企業の本社

機能が同地域から流出した例は１０件に満たず、

一方ほぼ同数の企業が同地域に本拠を構える

事になった。その多くがサービス部門の比較

的新しい企業である。

日本企業の中にもリヨン地域に本拠を移転

した例が見られる。日立製作所がそれで、同

社のフランス子会社である日立フランスが９６

年に一般向け電子部門の本拠をパリ郊外から

ローヌ県のブロンに移した。

（２）欧州の一地方としてのローヌ・アルプ

地域圏およびリヨン地域の「外交」

面積、地理的特徴、人口、産業の多様性と

いう類似点からローヌ・アルプ地域圏は隣国

のスイスと自らを比較することを好む。イル

・ド・フランスに次いでフランス第２の経済

圏である同地域は、地方自らの独立した国際

関係の樹立を望んできた。１９世紀から２０世紀

初頭まで欧州一の絹の交易地として栄えたリ

４．欧州統一の動きのなかでのリヨン
地域への影響

ヨンは、２９年の大恐慌で突如として国際都市

としての基盤を打ち砕かれ、その後はフラン

スの地方都市の地位に甘んじいた。しかし８２

年の地方分権化法以来、ローヌ・アルプ地域

圏は新たに独自の「外交」活動を展開し始め

た。また、欧州統一の流れは、国家単位を超

えた地域同志の繋がりを活発化させている。

① 欧州地域との関係

まずはスイス、特にジュネーブ、ローザン

ヌおよびヴァレ地方と、次にイタリアとの関

係を強化した。ローヌ・アルブ地域圏の発展

に不可欠であるリヨンのサトラス国際空港の

整備上でのジュネーブ空港との関り、また、

ＴＧＶのリヨン・トリノ間の開通、国際道路

などのインフラ整備、「地方の土地開発、地

方経済には隣国との協力が欠かせない」とい

うのが地方議会の一致した見解である。また、

国境地域の労働者問題や大学の開放化の問題

などの解決にも、隣国との関係緊密化は重要

である。

ローヌ・アルプ地域圏はさらに国境を接し

ないほかの欧州の主要地方とも積極的に関係

を結んでいる。ドイツのバーデン＝ヴェルテ

ンベルク地方、スペインのカタルーニャ地方、

イタリアのロンバルディア地方がその相手で、

８８年９月に「ヨーロッパのための４つのエン

ジン」と称し、地理的にも、言語的にも直接

関係のない上記の４地域が協力体制を結んだ。

インフラ、通信の改善、技術協力の発展、研

究・文化方面での交流が中心課題として挙げ

られ、近年においては環境、農業、青少年、

スポーツの各分野の協力にまで広げられてい

る。また８９年よりこの４地方はカタルーニャ

＝ローヌ・アルプ間、ライン＝ローヌ間およ

びリヨン＝トリノ間の高速鉄道の開通をＥＣ

に対して積極的な後押しをしてきた。他の３

地方の中心都市であるミラノ、バルセロナ、

シュトゥットガルトに比べてその国際的地位

の低いリヨンおよびローヌ・アルプ地域圏に
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とってこの協力体制は利点が大きいとみられ

ている。

国家単位を超えた地方同士の繋がりを重視

する欧州委員会の方針を受けて、ローヌ・ア

ルプ地域圏も９０年からＥＵに代表部を置いて

いる。しかしドイツなどに比べフランスの各

地方は形だけの代表という傾向を免れないと

の指摘もある。

そのほか、８６年にはＥＵ加盟諸国および非

加盟国も含めて欧州の６４の主要大都市が集

まって「ユーロシテ（Ｅｕｒｏｃｉｔｅｓ）」という

ネットワークを結び、リヨン市もジャック・

ムリニエ氏を代表に参加している。ユーロシ

テは技術協力、経済発展と都市改造、社会問

題、環境、文化、交通を６つの大きなテーマ

として協力を行っている。

② ヨーロッパ以外の地域との関係

一方、地方議会の一部、特に左派の議員の

間には、プロヴァンス・アルプ・コートダ

ジュール地方と組んで地中海地方との関係強

化を重要視し、地方の歴史的現実を踏まえた

形で欧州の南部へと外交関係を広げていくべ

きであるという意見もある。９２年以降、ロー

ヌ・アルプ地域圏議会は、チュニジアおよび

モロッコと経済・文化協力関係を結び、アフ

リカ、特にマリとの経済発展協力関係を結ん

でいる。

また、中国の上海、ベトナム、カナダのケ

ベックおよびオンタリオ州とも関係が結ばれ

ている。ローヌ・アルプ企業インターナショ

ナル協会（ＥＲＡＩ）は、地方の中小企業の輸

出や進出のサポートを行い、世界８ヵ所（バ

ルセロナ、ジャカルタ、モントリオール、サ

ンパウロ、上海、シュトゥットガルト、東京、

トリノ）に出先機関を設けている。

（岡田春彦）
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資料１：ローヌ県の売上高上位２０社リスト

以下のリストは９８年末時点でのローヌ県の売上高上位２０社を示している。社名は現地名のままの表記とし、
売上高は９７年度のもので、単位は１００万フラン。純損益は９７年度の数字で単位は１００万フラン、１０万フランで
切り上げとした。（出所：ｌ’Ｅｎｔｒｅｐｒｉｓｅ誌ｎ°１５８－１５９、９８年１２月号）

順位 会社名 事業内容 所在地 売上高 純損益 経営者

１ ＲＥＮＡＵＬＴＶＩ トラック リヨン ３４，３０１ △３２１．０ Ｐ．Ｆａｕｒｅ

２ ＡＤＥＣＯＴＲＡＶＡＩＬ
ＴＥＭＰＯＲＡＩＲＥ

派遣 ヴィルバンヌ １５，３７４ ３００．２ Ｐ．Ｍａｒｃｅｌ

３ ＲＨＯＮＥ－ＰＯＵＬＥＮＣ
ＡＧＲＯＣＨＩＭＩＥ

農化学 リヨン １２，８４０ 非公表 Ａ．Ｇｏｄａｒｄ

４ ＧＲＯＵＰＥＳＥＢ 電化 エキュリー １１，８４７ ５２１．０ Ｊ．Ｇａｉｒａｒｄ

５ ＤＥＳＣＯＵＲＳＥＴ
ＣＡＢＡＵＤ

道具 リヨン １０，１３０ １２３．７ Ｗ．Ｖｉｎｃｅｎｓ

６ ＢＵＲＥＬＬＥ プラスチック リヨン ８，９３９ ２０．９ Ｐ．Ｂｕｒｅｌｌｅ

７ ＰＡＳＴＥＵＲ
ＭＥＲＩＥＵＸ
ＣＯＮＮＡＵＧＨＴ

ワクチン リヨン ７，３００ 非公表 Ｊ－Ｊ．
Ｂｅｒｔｒａｎｄ

８ ＨＹＰＡＲＬＯ スーパー シャルボニエール ４，６８２ ６０．２ Ｇ．Ｐａｒｄｉ

９ ＬＩＰＨＡ 薬局 リヨン ４，６２１ ６４９．４ Ｊ－Ｎ．
Ｔｒｅｉｌｌｅｓ

１０ ＢＲＯＳＳＥＴＴＥＢＴＩ 暖房 リヨン ４，５４４ 非公表 Ｇ．Ｐｉｎａｕｌｔ

１１ ＣＥＤＩＬＡＣ 乳製品 リヨン ３，８４０ 非公表 Ｊ－Ｃ．
Ｄｏｒｂｅｃ

１２ ＡＤＩＡ－ＦＲＡＮＣＥ 派遣 ヴィユルバンヌ ３，６９９ △６３．０ Ｐ．Ｍａｒｃｅｌ

１３ ＶＥＲＲ．ＳＯＵＣＨＯＮ－
ＮＥＵＶＥＳＥＬ

瓶 ヴィユルバンヌ ３，４６９ １２７．１ Ｊ．Ｄｅｍａｒｔｙ

１４ ＰＡＮＺＡＮＩ
ＥＩＬＬＩＡＭＳＡＵＲＩＮ

食品 リヨン ３，２９５ △１５７．７ Ｇ．Ｃａｉｌｌｅｊｏｎ

１５ ＰＩＯＭＥＲＩＥＵＸ
ＡＬＬＩＡＮＣＥ

薬学 リヨン ３，０４３ １１８．０ Ａ．Ｍｅｒｉｅｕｘ

１６ ＢＬＥＤＩＮＡ ダイエット ヴィルフランシュ ３，０３３ ３０９．７ Ｊ．Ｂｅｎｎｉｎｋ

１７ ＧＥＲＬＡＮＤ 舗装 ヴィユルバンヌ ２，７７５ 非公表 Ｊ．Ｃｅｒｒｕｔｉ

１８ ＦＲＡＮＣＥ
ＶＥＨＩＣＵＬＥＩＮＤ

車 サン・プリースト ２，５６３ △１．７ Ｍ．Ｒｅｍｙ

１９ ＢＲＥＮＮＴＡＧ 化学 シャシウ ２，４５２ ７４．１ Ｄ．Ｐｉｔｈｏｉｓ

２０ ＭＥＲＩＥＬＳＡＳ 薬学 リヨン ２，３２９ １９９．６ Ｌ．Ｃｈａｍｐｅｌ

７４ ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．４
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資料２：ローヌ・アルプ地域圏ヘの産業部門別外国投資状況

（出典：ＳＥＳＳＩ「フランス工業における外国資本導入」９９年版）

部 門 外 資
企業数

従業員 投資額

人数 ％ 単位（１００万フラン） ％

１ 衣料品 ４ １９３ ２．６ ８ １７．４

２ 出版、印刷、複製 １１ ７５６ ９．５ １８ ４．０

３ 薬品 ２１ ４，３６３ ５３．７ ２８１ ５０．７

４ 入浴用製品・洗剤 １４ ２，１９０ ３５．９ １５５ ４４．３

５ 家具製造 １０ １，３４０ ２４．０ ２０ ２３．３

６ スポーツ用品、玩具、各種工業製品 ４ ３２８ ３９．２ １２ ６０．０

７ 家電 ６ ２，２４６ ８９．２ １４１ ９４．０

８ 受信機、録音機、ビデオデッキ ２ １，２１０ ９４．８ － －

９ 自動車 ３ ８８５ １８．５ ３９ ７．７

１０ 自動車用設備 １３ ５，３１４ ６９．２ ２３．０ ５８．２

１１ 鉄道機材製造 １ ９６ １２．８ － －

１２ 航空機・宇宙 １ ２４ ３．６ － －

１３ 自転車、オートバイ、輸送設備 ２ ３８８ ６２．２ － －

１４ 金属建材 １ ３３ １．２ － －

１５ 鋳造、ボイラー・金属容器製造 １１ ４６９ １７．０ １１ ３０．６

１６ 機械部品 ２５ ４，６１５ ７７．５ １５８ ８５．９

１７ 一般使用機械 ４５ ２，２８９ ５９．９ ３７ ７４．０

１８ 農業用機械 ３ ３３９ ３１．２ １１ ３０．６

１９ 工機・工具 ４ ３１９ ４１．１ ２ １８．２

２０ 特殊使用機械 ６ ４３５ ２３．３ ３ １０．０

２１ 事務機・コンピューター ５ １，０８８ ７０．９ １６６ ９５．４

２２ エンジン・発電機・変圧器 ５ ４５５ ６０．９ １４ ７０．０

２３ 発信機・通信機 ５ ６２ ３．０ １ ３．１

２４ 医療外科・整形外科器具 ６ １，１１０ ８８．９ ２６ ９２．９

２５ 測量器具 １３ １，３７６ ４０．９ １８ ４５．０

２６ 鉄鉱石採掘 ３９ ３６０ ４０．１ ２８ ３８．４

２７ ガラス、同製品 ５ ８５４ ５１．６ １６ ４２．１

２８ セラミック製品、建材 ４０ １，９０６ ３９．７ ８９ ５７．１

２９ 製糸、織物 １ ２４ ２４．７ － －

３０ 繊維製品 ７ １，０２３ ４８．２ ４２ ６１．８

３１ 木工、木材製品 ７ ４４８ ２２．３ ３５ ３５．４

３２ パルプ・紙・ダンボール製造 ２ １８８ ５２．７ － －

３３ 紙・ダンボール製品 ９ １，２８５ ３２．６ ９７ ４１．８

３４ 無機化学工業 ２５ ３２５ ５５．４ １９ ４０．４

３５ 有機化学工業 ４ ２６３ ４６．４ ３０ ６２．５

３６ パラケミカル １４ ４３９ ４２．３ ２０ ３９．２

３７ ゴム ７ ６０７ ７．８ ２１ １９．８

３８ プラスチック加工 ２４ ４，０２６ ４３．７ ４７６ ６７．４

３９ 製鉄、鋼加工 ４ ７８１ ９３．０ １０ １００．０

４０ 鉄以外の金属加工 ８ ６８３ ９２．３ － －

４１ 金属加工サービス ８ ４７２ ６．６ １３ ４．３

４２ 金属製品製造 １１ ９１１ ２０．２ ２６ ２６．０

４３ 電気製品製造 ２２ ２，５６３ ４０．３ ５８ ３３．１

４４ 電子機器部品製造 ６ ３，０１０ ６７．２ ２８２ ８６．８

総計 ４６４ ５２，０９１ ３５．５ ２，４０６ ４５．８

注：－は統計非公開

７５ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．４



資料３：ローヌ・アルプ地域圏ヘの国別投資概況

国および地域

ローヌ・アルプ地
域圏における外国
企業の労働者数
（１，０００人）

ローヌ・アルプ地
域圏における外国
企業の労働者割合

（％）

全国の外国企業の
労働者数
（１，０００人）

外国企業の労働者
割合の全国平均

（％）

ベルギー・ルクセンブルグ ２ ２．２ ３４ ４．３

オランダ ３ ３．０ ４３ ５．５

ドイツ １５ １７．０ １３６ １７．１

イタリア ８ ８．７ ５２ ６．５

英国 １３ １４．６ １２０ １５．２

スウェーデン ３ ３．２ ２８ ３．５

ＥＵ全体 ４７ ５２．６ ４４４ ５５．９

スイス １１ １１．８ ７０ ８．８

欧州全体 ５８ ６４．４ ５１６ ６５．１

米国 ２８ ３０．８ ２３２ ２９．２

カナダ － ０．４ １２ １．５

日本 ２ ２．６ ２３ ２．９

その他 ２ １．８ １０ １．３

合計 ９０ １００．０ ７９３ １００．０

（資料：ＳＥＳＳＩ、「地方における工業」１９９６年版）
注：本資料は９６年版のため、本文の数字（９９年４月発表のもの）とは異なる。

７６ ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．４
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資料４：ローヌ・アルプ地域圏における進出日本企業リスト

ローヌ・アルプ地域圏に進出している日本企業：製造業、販売所、研究開発、統轄本部及び欧州ロジス
ティック拠点（９８年９月現在）

企業名 設立年 所在県
出資比
率（％）

資本金
（百万フラン）

従業員
数（人）

生産品目 合弁相手企業名

キヤノン ８４ ローヌ県（６９） １００ ２２０ ９６ 事務機器の販売

旭硝子 ８１ ３４／１２５ 板硝子の焼き入れ ＧＬＡＶＥＲＢＥＬ

丸紅 ８６ イゼール県（３８） ２５ 繊維機械の卸し売り

トミー ８５ アン県（０１） １００ ６ ５９ 玩具販売

伊東電気 ８７ オ ッ ト ・ サ
ヴォワ県（７４）

１００ ３ １２ コンベヤー用モー
タ ー ロ ー ル、 モ ー
タープーリー製造

ニデック ８８ １００ ５ ３１ 眼科用器械

小森コーポレーション ８８ アルデーシュ
県（０７）

１００ １２７．５ ５９ 印刷機製造

ホソカワミクロン ８９ イゼール県（３８） １００ ４．５ ５７ 濾過機器及び環境保
全機器製造

古河機械金属 ８９ ローヌ県（６９） １００ ２１０ １５０ 土木作業用器械

富士写真フィルム ９０ イゼール県（３８） ２４．３ フィルム現像

光洋精工 ９０ ローヌ県（６９） ８３．７ ９２ １，６５７ ステアリング用ギア
ボックス

ＲＥＮＡＵＬＴ

ユニチカ ９１ イゼール県（３８） ４７．９ ６９ １９２ 合成繊維製造、販売 ＤＯＬＬＵＦＵＳ
ＭＩＥＧ＆ＣＩＥ，
ＳＯＦＩＲＥＭ

住友化学工業／日産化学 ９３ ローヌ県（６９） ６０／３０ ６５ ６３ 農薬の開発と販売 ＲＨＯＮＥ－
ＰＯＵＬＥＮＣ

パイロット ９５ オ ッ ト ・ サ
ヴォワ県（７４）

１００ ４７．３ ４４ ボールペン、フェル
トペン製造

東レ ９６ アン県（０１） １００ ２２５ ４３６ ポリエステルフィル
ム製造販売

ブリヂストン ９１ ローヌ県（６９） １００ ３６．８２ ３２ タイヤ及び自動車部
品の取引

ブリヂストン ９８ アルデーシュ県（０７） １００ ５５ ５８ タイヤの物流センター
リコー ローヌ県（６９） １００ ５０ ８０ 事務機器の販売

リコー イゼール県（３８） 事務機器

日立 ９６ ローヌ県（６９） １００ ２６９．９ ５０ 家電、オーディオ、
携帯電話の販売

堀場製作所 ８８ アン県（０１） １００ １０ 公害探知器の販売

東京エレクトロン イゼール県（３８） １７ 半導体用の器械、工具製造

横川コントロールバイリー イゼール県（３８） １４ 制御、測定機材の販売
岩田塗装機工業 イゼール県（３８） ８ ピストル式塗装機製造
東芝 ９６ ローヌ県（６９） ７０ ４２ コピー機及びファッ

クスの販売とアフ
ターサービス

伊藤忠 ローヌ県（６９） ７ ドイツ車Ｓｍａｒｔの販売代理
京セラ ９１ ローヌ県（６９） ２ レーザープリンター製造
ミノルタ ローヌ県（６９） ６０ 事務機器の販売とレンタル
日本通運 ローヌ県（６９） 海外輸送の手配

ＮＴＮ ローヌ県（６９） ベアリングの販売

ＹＵＡＳＡ イゼール県（３８） バッテリーの販売

出所：ＤＡＴＡＲ（フランス産業開発局）及びローヌ・アルプ地域圏商工会議所
注：企業名は日本の親会社名、設立年は進出年又は株式取得年

７７ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．４



資料５：ローヌ・アルプ地域圏に於ける主要進出外国企業リスト

以下の表は９８年第１四半期にローヌ・アルプ地域圏商工会議所によって編集された従業員５０人以上の外国
企業リストから、各国の従業員数１０大進出企業を挙げたものである。進出企業数が１０社以下の国の場合は全
社を網羅した。なお、本資料は９８年４月発表のため、本文の数字（９９年４月発表）とは異なる。

１．ヨーロッパ

国 籍 現地での企業名 親グループ名 所在地（県） 業務・製品 従業員数 資 本 金
（フラン）

ドイツ －ＡＮＯＦＬＥＸ ＣＯＮＴＩＮＥＮＴＡＬＡＧ カリュイール（６９） 各種工業機材製造 １，１８９ １億

－ＲＯＢＥＲＴ
ＢＯＳＣＨ

ＲＯＢＥＲＴＢＯＳＣＨ ヴニシュー（６９） モーター用部
品製造

６３０ ３億
５，０００万

－ＣＬＩＮＩＱＵＥＤＵ
ＴＯＮＫＩＮ

ＨＵＲＲＬＥ ヴィルユルバンヌ
（６９）

民間医療機関 ５００ ２８万
４，４６４

－ＦＲＥＵＤＥＮＢＥＲＧ ＦＲＥＵＤＥＮＢＥＲＧ モンロン・レ・バ
ン（４２）

自動車用部品
製造

４８０ １億
４，１６７万

－ＨＯＥＣＨＳＴ
ＭＡＲＩＯＮ
ＲＯＵＳＳＥＬ
ＣＨＩＭＩＥ

ＨＯＥＣＨＳＴ ニューヴィル・
シュール・ソーン
（６９）

医薬、農業用
有効成分の製
造

１，０５０ ―

－ＫＲＵＰＰ
ＭＡＶＩＬＯＲ

ＫＲＵＦＦ
ＧＥＲＬＡＣＨ

ロルム（４２） 自動車，鉄道
用モーター、
コンプレッサ

５５０ １，６８２万
７，９００

－ＬＩＰＨＡ ＭＥＲＣＫ リヨン（６９） 薬品研究開発，
生産販売

８００ ５億７３７
万３，３５０

－ＳＡＬＯＭＯＮ ＡＤＩＤＡＳ
ＳＡＬＯＭＯＮ

アヌシー（７４） スポーツ用品
の生産販売

１，４８５ ４，７２５万
９，９００

－ＳＯＣＩＥＴＥＤＥ
ＴＲＡＮＳＭＩＳＳＩＯＮ
ＤＥＢＯＵＴＨＥＯＮ

ＺＦ／ＲＥＮＡＵＬＴ
ＶＩ

アンドル・ジュー
・ブテオン（４２）

重量トラック
のギアボック
ス製造

４３３ ２億
６，３３４万
７，０００

など合計８５社、うち従
業員２００人以上は２１社

オーストリ
ア

－ＣＥＲＡＬＥＰ
以上１社

ＣＥＲＡＭ サン・ヴァリエ
（２６）

高圧電気機器
用セラッミッ
ク絶縁体

２３０ ３，３５０万

ベルギー －ＡＳＳＩＳＴＡＩＲ
ＳＥＲＶＩＣＥＳ

ＡＶＩＡＰＡＲＴＮＥＲ リヨン（６９） 空港でのサー
ビス業務

１５９ ―

－ＤＵＭＯＮＴ
ＦＲＡＮＣＥ

ＭＥＩＳＴＥＲ
ＢＥＮＥＬＵＸ

シオンジエ（７４） 工業下請け １２５ ７４万
３，４００

－ＪＥＡＮＮＥ
ＢＬＡＮＣＨＩＮ

－ シャンパニユー
（７３）

衣料用布地製
造

２３３ １，３６０万
８０００

－ＰＬＡＳＴＥＵＲＯＰ ＲＥＣＴＩＣＥＬ ヴォナス（０１） 等温板製造 １７０ ５，０００万

－ＲＩＶＯＩＲＥ ＺＩＥＧＬＥＲ サン・テチエンヌ（４２） 輸送代理業 ２９３ ４０５万

－ＳＡＳ ＥＴＥＸＧＲＯＵＰ サン・ロラン・ド
・ミュール（６９）

洗面用機器製
造

１１０ １５６万
１，４００

－ＳＥＰＥＲＥＦ ＴＥＳＳＥＮＤＥＲ－ＬＯ カンシュー（６９） 飲料水の導水
用機材

１８０ １億
７，３４１万
６，０００

－ＳＯＬＶＡＹ
ＰＨＡＲＭＡ

ＳＯＬＶＡＹ シャティヨン・
シュール・シャラ
ロンヌ（０１）

薬品の製造販
売

５００ ９，８３７万
５，４００

－ＶＡＮＩＬＩＡ ＳＯＬＶＡＹ ヴィニシュー（６９） プラスチック紙の印刷 １３８ １億
６，６３２万
３，４００

－ＶＥＲＴＡＬ
ＳＵＤＥＳＴ

ＧＬＱＶＥＲＢＥＬ サン・プリスト
（６９）

各種ガラス製
造

１３２ １，２３９万
５，０００

など合計１８社、うち従
業員１００人以上は１２社

７８ ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．４

８



国 籍 現地での企業名 親グループ名 所在地（県） 業務・製品 従業員数 資 本 金
（フラン）

デンマーク －ＢＯＲＥＡＬＩＳ
ＣＯＰＯＵＮＤ

ＢＯＲＥＡＬＩＳ キュブリーズ（６９） 熱可塑性物質
の政策

５７ ２，０００万

－Ｂ＆ＳＩＮＴＥＲ－
ＮＡＴＩＯＮＡＬ
ＦＲＡＮＣＥ

ＩＮＴＥＲＴＥＣ
ＣＯＮＴＲＡＣＴＩＮＧ
Ａ／Ｓ

サン・ジェニス・
プリー（０１）

電子関係サー
ビス

５５ ６万

－ＤＡＮＦＯＳＳ
ＭＡＮＥＵＲＯＰ

ＤＡＮＦＯＳＳ トレブー（０１） 冷房用コンプ
レッサー製造
販売

３６２ １，７９５万
２，０００

－ＤＡＮＦＯＳＳ
ＭＡＮＥＵＲＯＰ

ＤＡＮＦＯＳＳ アンス（６９） コ ン プ レ ッ
サー製造

１２４ １，７０５万
２，０００

－ＰＯＭＰＥＳ
ＧＲＵＮＤＦＯＳ
ＤＩＳＴＲＩＢＵＴＩＯＮ

ＧＲＵＮＤＦＯＳ サン・カンタン・
ファラヴィエ（３８）

ポンプの製造
販売

１１５ １，６００万

－ＲＡＤＩＯＭＥＴＥＲ
ＡＮＡＬＹＴＬＣＡＬ

ＳＴＲＵＥＲＳ ヴィユールバンヌ
（６９）

化学分析機器
製造

１３６ ６７１万
５，０００

－ＳＩＰＬＡＳＴ ＩＣＯＰＡＬ ロリオル（２６） 防水性、防音
性製品の製造

８２ ３４０２万
３，０００

－ＶＥＬＳＯＬ
ＦＲＡＮＣＥ

ＶＥＬＵＸ
ＦＲＡＮＣＥ

レニエ（７４） ブラインドの
製造販売

１５０ １５００万

以上８社

スペイン －ＡＬＢＥＲＴ
ＢＲＩＦＦＡＺ

マルナス（７４） 自動車部品製
造

９４ ５０万

－ＧＥＳＴＡＭＰ
ＮＯＵＲＹ

ＧＥＮＥＲＡＬ
ＥＳＰＡＮＯＬＡＤＥ
ＥＳＴＡＭ－ＰＡＣＩＯＮ

サシュー（６９） 金属加工 １４０ ５，０００万

－ＩＲＡＵＳＡＬＯＩＲＥ ＡＮＴＯＬＩＮ
ＩＲＡＵＳＡ

ロッシュ・ラ・モ
リエール（４２）

自動車用座席
の設計製造

２４５ １，０００万

－ＺＡＮＩＮＩＡＵＴＯ
ＦＲＡＮＣＥ

ＺＡＮＩＮＩＡＵＴＯ
ＧＲＵＰ

オヨナ（０１） 車体の装飾品
製造

８０ ６００万

以上４社

フィンラン
ド

－ＡＨＬＳＴＲＯＭ
ＬＡＧＥＲＥ

ＡＨＬＳＴＲＯＭ
ＰＡＰＥＲＧＲＯＵＰ

ポン・エベック
（３８）

工業用、包装
用紙

２３５ １億
２，０００万

－ＡＨＬＳＴＲＯＭ
ＬＹＳＴＩＬ

ＡＨＬＳＴＲＯＭ
ＰＡＰＥＲＧＲＯＵＰ

グリヌー（３８） 合成及び天然
ファイバー製
品の製造販売

１５０ ３，７００万

－ＡＨＬＳＴＲＯＭ
ＳＩＢＩＬＬＥＴＵＢＥＳ

ＡＨＬＳＴＲＯＭ
ＰＡＰＥＲＧＲＯＵＰ

レ・ゼッシェル
（７３）

繊維工業用ダ
ンボール・プ
ラスチック管

１０５ ７１０万

－ＡＬＬＩＭＡＮＤ リーブ・シュール
・フュール（３８）

製紙機材の製
造

１６０ １，９１４万
７，４４０

－ＤＡＴＥＸ
ＥＮＧＳＴＲＯＭ

シャンパーニュ・
オ・モン・ドール
（６９）

医療機器販売、
メンテナンス

７０ ５０万

－ＫＯＮＥ
ＡＳＣＥＮＳＥＵＲＳ

ＫＯＮＥＯＹ ヴィユールバンヌ
（６９）

エレベーター
の販売設置

７５ ６，７５９万
７，５００

－ＲＥＴＭＡ ＪＡＡＫＯＰＯＹＲＹ シャス・シュール
・ローヌ（３８）

特種機械研究
所

５８ ２６万

－ＴＡＭＲＯＣＫ
ＳＥＣＯＭＡ

ＴＡＭＲＯＣＫ メジュー（６９） 坑道掘進装置
の製造

１１０ ８，１０４万
５，０００

－ＵＰＯＮＯＲＲＹＢ ＵＰＯＮＯＲ サン・テチエンヌ
・ド・サン・ジョ
ワール（３８）

液体輸送及び
電気ケーブル
用のポリエチ
レン製管と外
装の製造

７０ ２，２５０万

以上合計９社

７９ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．４



国 籍 現地での企業名 親グループ名 所在地（県） 業務・製品 従業員数 資 本 金
（フラン）

イタリア －ＡＳＣＯＭＥＴＡＬ
ＡＬＬＥＶＡＲＤ

－ ル・シェラス（３８） 製鉄 ６１２ ８億

－ＣＡＭＩＶＡ ＦＩＡＴ サン・アルバン・
レス（７３）

消火車用設備
の設計製造

２２０ １，２２６万
３，４００

－ＣＩＡＰＥＭ ＥＬ．ＦＩ リヨン（６９） 洗濯機の設計
製造

１，１７０ ４６８７万
５０００

－ＥＮＩＣＨＥＭ
ＥＬＡＳＴＯＭＥＲＥＳ
ＦＲＡＮＣＥ

ＥＮＩＣＨＥＭ ル・ポン・ド・ク
レ （３８）

合成ゴムの開
発製造販売

２５０ ６億
６，１２２万
９，０００

－ＳＯＣＩＥＴＥ
ＥＵＲＯＰＥＥＮＮＥ
ＤＥ
ＦＡＢＲＩＣＡＴＩＯＮ
ＩＮＤＵＳＴＲＩＥＬＬＥＳ

ＳＩＬＡ
ＴＥＬＥＣＯＭＭＡＮ
ＤＩＩＧＡＰ

チュラン（３８） 自動車用設備 ２２０ ４８０万

－ＳＴＭＩＣＲＯ
ＥＬＥＣＴＲＯＮＩＣＳ

ＳＴＭＩＣＲＯ
ＥＬＥＣＴＲＯＮＩＣＳ

サン・ジェニ・プ
リー（０１）

ＳＧＳ トムソ
ン・ミクロエ
レクトリクス
の管理本部

２８５ ２０億
２，７９３万
９，０００

－ＳＴＭＩＣＲＯ
ＥＬＥＣＴＲＯＮＩＣＳ

ＳＴＭＩＣＲＯ
ＥＬＥＣＴＲＯＮＩＣＳ

グルノーブル（３８）ＩＣの生産 １，３００ ２０億
２，７９３万
９，０００

－ＳＴＭＩＣＲＯ
ＥＬＥＣＴＲＯＮＩＣＳ

ＳＴＭＩＣＲＯ
ＥＬＥＣＴＲＯＮＩＣＳ

クロール（３８） ＩＣの研究開
発生産

１，２５０ ３０億

－ＴＲＥＦＩＭＥＴＡＵＸ ＫＭ ＥＵＲＯＰＥ
ＭＥＴＡＬ（ＫＮＥ）

ポン・ド・シェ
リュイ（３８）

非鉄冶金 ２６３ １億
６，６２８万

－ＶＤＧ ＢＯＲＭＩＯＬＩ
ＲＯＣＣＯ＆
ＦＩＧＬＩＯ

リーブ・ド・ギエ
（４２）

ガラス食器製
造販売

２６５ ８，００５万
８０００

など合計３１社、うち従
業員１００人以上が１６社

アイルラン
ド

－ＰＯＵＧＥＴ
ＳＯＬＡＭＩ

ＢＯＲＤＮＡＭＯＮＡ アランドン（３８） 腐植土と土壌
改良剤の製造

７０ １，０００万

－ＲＡＶＩＦＲＵＩＴ ＫＥＲＲＹ アネロン（２６） フルーツ加工 ７５ １１万
５，０００

－ＳＭＵＲＦＩＴ
ＬＥＭＢＡＣＥＬ

ＪＥＦＦＥＲＳＯＮ
ＳＭＵＲＦＩＴ

モントリマール
（２６）

紙袋の製造 １１８ ９，０００万

－ＳＭＵＲＦＩＴ
ＬＥＭＢＡＣＥＬ

ＳＭＵＲＦＩＴ アウスト・シュー
ル・シ（２６）

紙袋の製造 ４６ ９，０００万

－ＳＭＵＲＦＩＴ
ＳＯＣＡＲ

ＳＭＵＲＦＩＴ クレスト（２６） ダンボール包
装製造

１２７
２億１７６
万４００

－ＳＭＵＲＦＩＴ
ＳＯＣＡＲ

ＳＭＵＲＦＩＴ シャス・シュール
・ローヌ（３８）

ダンボール製
造

１５

以上合計６社

リ ヒ テ ン
シュタイン

－ＩＶＯＣＬＡＲ
ＦＲＡＮＣＥ

ＩＮＶＡＣＬＡＲ サン・ジョリオ
（７４）

歯科用品の販
売

７２ ５００万

以上１社

オランダ －ＡＢＩＬＩＳ
ＰＲＯＰＲＥＴＥ

ＶＥＮＤＥＸ サン・プリースト
・アン・ジャレ
（４２）

清掃 ５８０ ２，９３２万
４，６００

－ＡＢＩＬＩＳ
ＰＲＯＰＲＥＴＥ

ＶＥＮＤＥＸ リヨン（６９） 清掃 １，５００ －

－Ｌ’ＡＣＴＩＶＩＴＥ ＶＥＢＥＧＯ リヨン（６９） 清掃 ２，３００ －

－ＡＤＯＬＰＨＥ
ＬＡＦＯＮＴ

ＷＡＧＲＡＭ
ＥＱＵＩＴＹ
ＰＡＲＴＥＮＥＲＳ

ヴィルフランシュ
・シュール・サオ
ヌ（６９）

仕事着の製造 １５０ １，６１７万
５，７００

８０ ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．４

８



国 籍 現地での企業名 親グループ名 所在地（県） 業務・製品 従業員数 資 本 金
（フラン）

－ＣＯＭＰＡＧＮＩＥ
ＰＨＩＬＩＰＳ
ＥＣＬＡＩＲＡＧＥ

ＰＨＩＬＩＰＳ
ＥＣＬＡＩＲＡＧＥ

ミリベル（０１） 屋外用照明の
製造販売

３４０ １億
３，５１８万
５，９６０

－ＤＳＭ
ＥＮＧＩＮＥＥＲＩＮＧ
ＰＬＡＳＴＩＣ
ＰＲＯＤＵＣＴＳ

ＤＵＴＣＨＳＴＡＴＥ
ＭＩＮＥＮ

ヴィルルバンヌ
（６９）

産業用半製品
の納入

１８８ ７，５０６万
３，３００

－ＥＲＩＣＯ ＥＲＩＣＯＢＶ アンドレイユ・
ブーテオン（４２）

電気部品の製
造

１４０ ７０万２００

－ＦＲＡＮＳ ＭＡＡＳ
ＳＵＤ

ＦＲＡＮＳＭＡＡＳ
ＮＥＤＥＲＬＡＮＤ

ジェナス（６９） 国際運輸 １２５ １，０００万

－ＪＥＴＳＥＲＶＩＣＥＳ ＢＶ
ＴＰＧ

ピエール・ベニー
ト（６９）

宅急便 １６０ ２８４万

－ＶＥＲＩＬＡＣ ＡＫＺＯＮＯＢＥＬ ポン・ダン（０１） 工業用塗料の
製造

１６０ １３５万

など合計２０社、うち従
業員１００人以上が１０社

ルクセンブ
ルク

－ＭＩＰ ＢＩＥＬＥＲ
ＶＥＢＴＵＲＥ

ポンシャラ（３８） 木製の窓製造 ７７ ３２５万

以上１社

スウェーデ
ン

－ＢＥＣＫＥＲ
ＩＮＤＵＳＴＲＩＥ

ＢＥＣＫＥＲ モンブリゾン（４２） 工業用塗料の
製造

１６２ １，９５０万

－ＥＣＯＭＡＴ
ＩＮＤＵＳＴＲＩＥ

ＶＯＬＶＯ ベリー （０１） 建設機械の設
計製造

３００ ３，２００万

－ＦＥＵＤＯＲ ＳＷＥＤＩＳＨ
ＭＡＴＣＨ

リリュー・ラ・
パップ（６９）

ライター製造 ２００ ４，５００万

－ＨＯＳＰＡＬ
ＩＮＤＵＳＴＲＩＥ

ＧＡＭＢＲＯ メイジウ（６９） 医療機器 ５００ １，４９８万
８，８００

－ＩＫＥＡ
ＤＩＳＴＲＩＢＵＴＩＯＮ
ＦＲＡＮＣＥ

ＩＫＥＡ サン・クエンタン
・ファラヴィエ
（３８）

家具 １９２ １０万

－ＮＯＲＤＩＡ ＤＵＮＩ ポンシャラ（３８） 紙製品 ２００ ３６８万
９，０００

－ＰＲＯＴＥＣＴＡＳ ＳＥＣＵＲＩＴＡＳＡＢ リヨン（６９） 警備 ６００ １，０００万

－ＳＡＲＭＡ ＳＫＦ サン・ヴァリエ
（２６）

航空機機体製
造

３６６ ６，０００万

－ＴＲＡＮＳＲＯＬ ＳＫＦ シャンベリー（７３） トランスミッ
ションの設計
と製造

２４９ ８００万

－ＶＩＣＡＲＢ － フォンタニル・コ
ルニヨン（３８）

工業用機器 ２４３ ４００万

など合計１８社、うち従
業員１００人以上が１５社

イギリス －ＡＲＪＯ
ＷＩＧＧＩＮＳ

ＡＲＪＯＷＩＧＧＩＮＳ
ＡＰＰＬＥＴＯＮ

リーヴ・シュール
・フュール（３８）

製紙 ２９８ １３億
２，０００万

－ＣＡＮＳＯＮ＆
ＭＯＮＧＯＬＦＩＥＲ

ＡＲＪＯＷＩＧＧＩＮＳ
ＡＰＰＬＥＴＯＮ

アノネー（０７） 製紙 ５９３ ２，４７１万
４，２５０

－ＣＬＩＮＩＱＵＥ
ＣＨＩＲＵＲＧＩＣＡＬＥ
ＤＵＤＯＣＴＥＵＲ
ＣＯＮＶＥＲＴ

ＣＯＭＰＡＧＮＩＥ
ＧＥＮＥＲＡＬＥＤＥ
ＳＡＮＴＥ

ブール・アン・
ベッス（０１）

病院 ３００ １４１万
１，２００

－ＧＥＲＬＡＮＤ
ＳＡＶＯＩＥＬＥ
ＭＡＮＳ

ＧＥＲＬＡＮＤ ヴォグラン（７３） 舗装 ４０５ ３，７９６万
８，０００

－ＧＵＥＲＩＭＡＮＤ ＡＲＪＯＷＩＧＧＩＮＳ
ＡＰＰＬＥＴＯＮ

ヴォルップ（３８） 製紙 ４７６ ３億
５，０００万

８１ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．４



国 籍 現地での企業名 親グループ名 所在地（県） 業務・製品 従業員数 資 本 金
（フラン）

－ＰＲＯＮＥＲ
ＣＯＭＴＥＬ

ＳＩＥＢＥ シャパレラン（３８） 電気部品 ３５０ ８２９万
３，１２０

－ＲＥＸＡＭ
ＲＥＢＯＵＬ

ＲＥＸＡＭ
ＢＥＡＵＴＹ
ＰＡＣＫＩＮＧ

クラン・ジュブリ
エ（７４）

金属部品 ４００ ２億
６，５００万

－ＳＩＥＢＥ
ＡＰＰＬＩＡＮＣＥ
ＣＯＮＴＲＯＬＳ

ＳＩＥＢＥ クルーズ（７４） 自動車用電気
部品

６４４ ６，０００万

－ＶＩＳＥＡＴＨＲＯＮ ＴＨＲＯＮ タッサン・ラ・
ドゥミ・リュンヌ
（６９）

情報機器など
のレンタル

３３０ １億
９，０９０万

など合計８２社、うち従
業員２００人以上が１９社

スイス －ＡＳＣＯＭＨＰＦ ＡＳＣＯＭ ボンヌヴィル（７４） テレコム ３７３ １，７３７万
１，５００

－ＡＳＣＯＭ
ＭＯＮＥＴＥＬ

ＡＳＣＯＭ ギエラン・グラン
ジュ（０７）

テレコム ３５０ １億
２，０００万

－ＣＨＡＲＬＥＳ
ＪＯＵＲＤＡＮ
ＩＮＤＵＳＴＲＩＥＳ

ＣＨＡＲＬＥＳ
ＪＯＵＲＤＡＮ
ＨＯＬＤＩＮＧ

ロマン（２６） 靴製造 ５３８ ７，５００万

－ＣＩＢＡ
ＳＰＥＣＩＡＬＩＴＥ
ＣＨＩＭＩＱＵＥ

ＣＩＢＡ
ＳＰＥＣＩＡＬＩＴＹ
ＣＨＥＭＩＣＡＬＳ

サン・フォン（６９） 染料 ３５６ ２億
６，６３３万
４，６００

－ＬＡＢＯＲＡ－
ＴＯＩＲＥＳ
ＲＯＣＨＥ
ＮＩＣＨＯＬＡＳ

ＨＯＦＦＭＡＮＮＬＡ
ＲＯＣＨＥ

ガイヤール（７４） 薬品 ３３０ １，７１４万

－ＬＡＷＳＯＮ
ＭＡＲＤＯＮ
ＢＯＸＡＬ

ＡＬＵＳＵＩＳＳＥ
ＬＯＮＺＡ

ボールペール（３８） 金属容器製造 ３１７ ６，０００万

－ＭＡＲＴＩＮ ＢＯＮＳＴ ヴィルルバンヌ
（６９）

製紙用機械の
設計と製造

６６０ ７，１００万

－ＳＩＣＰＡ ＳＩＣＰＡ アンヌマッス（７４） 塗料とニス ３７２ ５，０００万

－ＳＴＡＵＢＬＩ
ＦＡＶＥＲＧＥＳ

ＳＴＡＵＢＬＩ ファヴェルジュ
（７４）

繊維用機械の
設計と製造

９５１ ４，８２４万

－ＳＴＡＵＢＬＩ
ＬＹＯＮ

ＳＴＡＵＢＬＩ シャッシュー（６９） 織り機の設計
と製造

２６０ ６５０万

など合計５９社、うち従
業員２００人以上が１６社

８２ ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．４

８



国 籍 現地での企業名 親グループ名 所在地（県） 業務・製品 従業員数 資 本 金
（フラン）

米国 －ＢＥＣＴＯＮ
ＤＩＳＫＩＮＳＯＮ
ＦＲＡＮＣＥ

ＢＥＣＴＯＮ
ＤＩＳＫＩＮＳＯＮ

ル・ポン・ド・ク
レ（３８）

外科用手術器
具

１，００９ ４億
１，８８２万

－ＣＡＲＲＩＥＲ ＵＴ
ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ

モンリュエル（０１） 工業用機器 ７５０ ２億
２，１５６万
８，２００

－ＣＡＲＴＥＲＰＩＬＡＲ
ＦＲＡＮＣＥ

ＣＡＲＴＥＲＰＩＬＡＲ グルノーブル（３８） 建築用機器 １，８７３ ８億
２，５００万

－ＦＲＡＮＫＥＴ
ＰＩＧＮＡＲＤ

ＡＵＴＯＣＡＭ ティエズ（７４） 自動車用精密
部品

９５０ １１７万
５，０００

－ＨＥＷＬＥＴＴ
ＰＡＣＫＡＲＤ
ＦＲＡＮＣＥ

ＨＥＷＬＥＴＴ
ＰＡＣＫＡＲＤ

エイバン（３８） コンピュータ ２，０２５ ３億５８５
万

－ＨＥＸＣＡＬ
ＦＲＡＮＣＥ

ＨＥＸＣＡＬ
ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ

ヴィルルバンヌ
（６９）

繊維 ６８０ ５，２１９万

－ＪＡＭＢＯＮ
Ｄ’ＡＯＳＴＥ

ＳＡＲＡＬＥＥ アオスト（３８） 生ハム ８００ ２億
２，６２５万

－ＭＥＲＩＡＬ
ＬＡＢＯＲＡＴＯＩＲＥ
ＬＹＯＮ
ＧＥＲＬＡＮＤ

ＭＥＲＩＡＬ リヨン（６９） 薬品 ６２５ １億５３６３
万５，４００

－ＳＰＩＴ ＩＴＷ ブール・レ・バラ
ンス（２６）

ビス・ボルト
製造

６８０ １億
２，５００万

－ＴＥＣＵＭＳＥＨ ＴＥＣＵＭＳＥＨ
ＰＲＯＤＵＣＴ＆ＣＯ

ラ・ヴェルピリ
エール（３８）

コ ン プ レ ッ
サーの製造

６２２ ９，４０３万

など合計１６５社、う
ち従業員２００人以上
が５４社

カナダ －ＣＡＳＣＡＤＥＳＬＡ
ＲＯＣＨＥＴＴＥ

ＣＡＮＳＡＤＥＳ ラ・ロシェット
（７３）

製紙 ３６０ ２，５４６万

－ＧＥＣＡＬＳＴＨＯＭ
ＶＥＬＡＮ

－ リヨン（６９） コック製造 １６５ ２，６００万

－ＭＯＮＮＥＴＳＥＶＥ － ウトリアズ（０１） 製材 １２７ ６７０万

－ＭＯＮＮＥＴＳＥＶＥ
２

－ サン・ヴュルバ
（０１）

木材 ４９ －

－ＰＨＯＴＯＷＡＴＴ ＭＡＴＲＩＸ ブルゴワン・ジャ
リウ（３８）

光起電力セル
などの設計と
生産

２４０ －

－ＳＴＩＶＡ ＬＯＵＩＳ
ＧＡＲＮＥＡＵ
ＳＰＯＲＴＩＮＣ

ユジーヌ（７３） 冬季スポーツ
用ウエア

９８ －

８３ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．４

２．北 米



国 籍 現地での企業名 親グループ名 所在地（県） 業務・製品 従業員数 資 本 金
（フラン）

中国香港 －ＳＴＤＵＰＯＮＴ ＤＩＣＫＳＯＮ
ＣＯＮＣＥＰＴＳＬＴＤ

ファヴェルジュ
（７４）

ライターの製
造

５８１ ６，１０７万
４，０００

－ＶＴＥＣＨ
ＥＬＥＣＴＲＯＮＩＣＳ
ＦＲＡＮＣＥ

ＶＴＥＣＨ フェルネイ・ヴォ
ルテール（０１）

教育用玩具の
設計と流通

４９ ２，０００万

日本 資料４参照

国 籍 現地での企業名 親グループ名 所在地（県） 業務・製品 従業員数 資 本 金
（フラン）

レバノン ＧＲＯＵＳＳＥＴ
ＦＲＡＮＣＥ

－ サンジュスト・サ
ン・ランベール
（４２）

ビス・ボルト
の製造

７３ １，０００万

イスラエル ＥＸＣＥＬＬＡ ＥＬＩＴＥＤＡＮＯＮＥ サン・テチエンヌ
（４２）

チョコレート
の製造

１５５ ９，８００万

トルコ ＢＥＬＡＩＲ
ＩＮＤＵＳＴＲＩＥ

ＺＯＲＬＵ タラール（６９） カーテンの製
造と販売

１４０ １，９３１万
４，９００

国 籍 現地での企業名 親グループ名 所在地（県） 業務・製品 従業員数 資 本 金
（フラン）

オーストラ
リア

ＭＥＭＴＥＣ
ＦＲＡＮＣＥ

ＭＥＭＴＥＣ テルネー（６９） 浴槽用フィル
ター

５４ ７，０００万

８４ ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．４

８

３．アジア

４．中近東

５．オセアニア




